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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２７年９月１８日及び同月２４日（平成２７年（行情）諮問第５

６６号及び同第５７８号） 

答申日：平成２８年６月９日（平成２８年度（行情）答申第１１０号及び同第   

１１１号） 

事件名：２１世紀構想懇談会の発言者名の分かる議事内容を記録した文書等の

一部開示決定に関する件 

２１世紀構想懇談会の発言者名の分かる議事内容を記録した文書等の

不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

次の５文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）につき，その一

部を不開示とした決定については，文書２（１枚目）及び文書４（１枚目

及び２枚目１行目ないし３行目）を開示すべきである。 

文書１ 平成２７年２月２５日「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩

序と日本の役割を構想するための有識者懇談会」（２１世紀構

想懇談会）第１回会合概要 

文書２ 平成２７年３月１３日「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩

序と日本の役割を構想するための有識者懇談会」（２１世紀構

想懇談会）第２回会合概要 

文書３ 平成２７年３月１３日「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩

序と日本の役割を構想するための有識者懇談会」（２１世紀構

想懇談会）第２回会合録音 

文書４ ４月２２日「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩序と日本の

役割を構想するための有識者懇談会」（２１世紀構想懇談会）

第４回会合概要 

文書５ ４月２２日「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩序と日本の

役割を構想するための有識者懇談会」（２１世紀構想懇談会）

第４回会合録音 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３条

の規定に基づく本件対象文書の開示請求に対し，平成２７年６月８日付け

閣副第４６８号及び同年６月１７日付け閣副第５０５号により内閣官房副
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長官補（以下「処分庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」

という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩序と日本の役割を構想するため

の有識者懇談会」（以下「懇談会」という。）第１回の公表されている議事

概要によると，「懇談会の運営方針として，懇談会は非公開とし，懇談会の

議事要旨は，発言者名を付さない形で公開することが合意された。」と記録

されている。 

法の制定過程において，「法要綱案の考え方」で，特に「審議会に関する

情報の開示・不開示の判断は，当該審査会の議決等により決せられるもの

ではなく，当該審査会の性質及び審議事項に照らし，個別具体的に，率直

な意見交換等を『不当』に損なうおそれがあるかにより判断されることに

なる」と言及されている。これは自治体における情報公開条例の多くに，

合議制機関の議決による不開示を認める規定があり，これが不合理な不開

示決定を横行させていたことを受けてのものであり，法においては審議検

討過程の情報に係る法５条５号では審議会等の議決や決定による不開示を

認めず，開示することによる不当な審議検討過程への支障を要件としたも

のである。処分庁の決定はこうした立法事実に反するものである。 

「非公開で行うことを前提とした有識者懇談会である」ことをもって，

「率直な意見交換を妨げるおそれがある」とするのは，有識者懇談会を構

成する有識者が主観的にそう感じる以上のものでもなく，あるいは非公開

でなければとても意見が述べられないような見識の者であるか，意見が明

らかにされてそれに対する様々な見解・評価が提示されることに耐えられ

ない程度のものを国の政策形成に反映させようとしているのか，のいずれ

かに過ぎない。このようなことを保護するために同号の規定が設けられて

いるわけではなく，あくまでも開示・不開示の利益を比較衡量し，不当な

支障が生じない限りは開示しなければならないものである。 

以上のとおり，原処分は法の解釈，運用を誤ったものである。よって，

その取消しを求めるため，審査請求を行った。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

処分庁は，審査請求人が行った開示請求「①２０１５年２月２５日開催

の２１世紀構想懇談会の発言者名のわかる議事内容を記録したもの（録音

物を除く），②２０１５年３月１３日開催の２１世紀構想懇談会の発言者名

のわかる議事内容を記録したもの（紙媒体，録音物とも）及び③４月２２

日に開催した２１世紀構想懇談会の発言者名のわかる議事内容を記録した

もの（紙媒体，録音物とも）」に対し，法５条５号に該当することを理由に，
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その一部を不開示とする原処分を行った。 

 ２ 本件対象文書について 

本件対象文書は，平成２７年２月２５日に行われた懇談会第１回会合の

概要，同年３月１３日に行われた懇談会第２回会合の概要及び録音及び同

年４月２２日に行われた懇談会第４回会合の概要及び録音である。 

本件対象文書には，懇談会の第１回会合，第２回会合及び第４回会合に

おけるやり取りが発言者名を特定可能な形で含まれている。 

 ３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，原処分について「『非公開で行うことを前提とした有識者

懇談会である』ことをもって，『率直な意見交換を妨げるおそれがある』と

するのは，有識者懇談会を構成する有識者が主観的にそう感じる以上のも

のでもなく，あるいは非公開でなければとても意見が述べられないような

見識の者であるか，意見が明らかにされてそれに対するさまざまな見解・

評価が提示されることに耐えられない程度のものを国の政策形成に反映さ

せようとしているのか，のいずれかに過ぎない。このようなことを保護す

るために同号の規定が設けられているわけではなく，あくまでも開示・不

開示の利益を比較衡量し，不当な支障が生じない限りは開示しなければな

らないものである。」と記載し，原処分は法の解釈，運用を誤ったものであ

るとしている。 

しかしながら，本件対象文書には，懇談会の第１回会合，第２回会合及

び第４回会合におけるやり取りが，発言者名を特定可能な形で含まれてい

る。懇談会は，第１回会合において総理から示された諮問事項に基づき，

２０世紀の歴史に対する評価，２１世紀の国際秩序の在り方等を議論して

いるが，これらは国民及び関係各国の関心が極めて高く，様々な議論が行

われている事項を含むことから，当該懇談会における発言が発言者名を特

定可能な形で公になった場合に，発言者や関係者に対して様々な圧力や不

利益等が加えられる高い蓋然性が認められる。そのため，懇談会では，発

言者が慎重になる余り無難な発言に終始したり，無用に萎縮したりするこ

となく，自由かっ達な意見交換を通じて有意義な提言を行うことができる

よう，会合を非公開で行い，会合における議論の内容については，発言者

名を付さない議事要旨のみを公開することで合意しており，懇談会の会合

はかかる合意を前提として行われている。このような状況の中で，仮に，

会合におけるやり取りが発言者名を特定可能な形で公開されることとなれ

ば，発言者や関係者に対して様々な圧力や不利益等が加えられる恐れがあ

るばかりでなく，今後，しかるべき有識者に協力を依頼することができな

くなり，同種の会議の遂行に著しい支障を及ぼす高い蓋然性が認められる。

以上の理由により，法５条５号に基づき，本件対象文書を不開示としたこ
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とは妥当である。 

 ４ 結語 

以上のとおり，本件対象文書につき，その一部を法５条５号に該当する

として不開示とした決定は妥当であり，原処分は維持されるべきである。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，平成２７年（行

情）諮問５６６号及び同第５７８号を併合し，調査審議を行った。 

①  平成２７年９月１８日  諮問の受理（諮問第５６６号） 

②  同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③  同月２４日       諮問の受理（諮問第５７８号） 

④  同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑤  同年１０月５日     審議 

⑥  平成２８年５月１７日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本  

件対象文書の見分及び審議 

⑦  同年６月７日      諮問第５６６号及び同第５７８号の併合 

並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，文書１ないし文書５の５文書である。当審査会事務局

職員をして諮問庁に確認させたところ，本件対象文書は，懇談会の議事要

旨を作成するために担当者が逐語的に懇談会の会合でのやり取りを記録し

たメモであるとのことであった。 

諮問庁は，本件対象文書の一部が法５条５号に該当するとして不開示と

した原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果に

基づき，不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

文書１ないし文書５のうち，下記に掲げる部分を除く不開示部分には，

２０世紀の教訓等並びに２１世紀の世界秩序及び日本の役割等に関する懇

談会の委員等による率直な意見交換の内容が逐語的に記載されている。こ

れを公にすることにより懇談会の審議の過程にある情報が明らかとなり，

懇談会内部における率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあると

認められるので，法５条５号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書２（１枚目）及び文書４（１枚目及び２枚目１行目

ないし３行目）は懇談会の日時，場所及び出席者であり，当該部分は，      

首相官邸ホームページで公表されている情報と同旨であると認められ，こ

れを公にしたとしても，率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあ

るとは認められないことから，法５条５号に該当せず，開示すべきである。 
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３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条５号に該当す

るとして不開示とした決定については，文書２（１枚目）及び文書４（１

枚目及び２枚目１行目ないし３行目）は，同号に該当せず，開示すべきで

あるが，その余の部分は，同号に該当すると認められるので，不開示とし

たことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 




